
「旧
統
一
教
会
」問
題
関
係
省
庁
連
絡
会
議
・取
りま
とめ
以
降
の
取
組
概
要

令
和
5年
10
月
31
日

「旧
統
一
教
会
」問
題
関
係
省
庁
連
絡
会
議

○
こ
ど
も
を
守
る
地
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
活
用
（
令
和
５
年
２
月
）

要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
（
こ
ど
も
を
守
る
地
域

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）
を
活
用
し
、
い
わ
ゆ
る
２
世
・
３
世
の
支
援

を
行
う
こ
と
を
関
係
省
庁
で
申
合
せ

○
自
治
会
、
町
内
会
へ
の
協
力
要
請
（
令
和
５
年
３
月
）

児
童
虐
待
へ
の
対
応
に
関
す
る
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
を
作
成

地
方
公
共
団
体
の
担
当
部
局
を
通
じ
て
自
治
会
・
町
内

会
等
に
対
し
、
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
を
周
知
す
る
な
ど
し
、
自
ら
声

を
上
げ
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
ど
も
に
対
す
る
支
援
へ
の
協

力
を
要
請

ま
た
、
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
等
に
つ
い
て
、
関
係
省
庁
の
関
係
機

関
に
も
周
知

１
）
相
談
対
応
の
充
実
強
化

○
適
切
な
相
談
体
制
の
整
備
（
令
和
５
年
８
月
）

関
係
省
庁
等
の
い
ず
れ
の
相
談
窓
口
に
お
い
て
も
、

均
一
的
な
対
応
を
と
る
こ
と
の
で
き
る
よ
う
、
従
前
の
相

談
対
応
に
お
い
て
培
っ
た
ノ
ウ
ハ
ウ
を
整
理
し
、
そ
の

内
容
を
関
係
省
庁
に
お
い
て
共
有
。
ま
た
、
そ
の
内
容

を
各
関
係
省
庁
の
関
係
機
関
に
周
知

○
国
民
向
け
Ｑ
＆
Ａ
の
改
訂
（
令
和
５
年
８
月
）

消
費
者
契
約
法
の
改
正
、
法
人
等
に
よ
る
寄
附
の
不

当
な
勧
誘
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
の
制
定
・
施
行
や

関
係
省
庁
の
新
た
な
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
策
定
等
を
受
け
、

国
民
向
け
に
法
制
度
や
相
談
窓
口
を
案
内
す
る
Ｑ
＆
Ａ

を
改
訂
し
、
周
知

○
令
和
４
年
８
月
、
「
旧
統
一
教
会
」
問
題
に
関
し
、
悪
質
商
法
な
ど
の
不
法
行
為
の
相
談
、
被
害
者
の
救
済
を
目
的
と
し
て
、
関
係
省
庁
間
で
の

情
報
共
有
、
被
害
者
へ
の
救
済
機
関
等
の
あ
っ
せ
ん
な
ど
関
係
省
庁
に
よ
る
連
携
し
た
対
応
を
検
討
す
る
た
め
、
法
務
大
臣
を
主
宰
と
し
て
設
置

○
令
和
４
年
８
月
１
８
日
（
第
１
回
）
、
同
年
９
月
３
０
日
（
第
２
回
）
、
同
年
１
１
月
１
０
日
（
第
３
回
）
を
開
催
。
第
３
回
に
お
い
て
、
「
被
害
者
の
救
済
に

向
け
た
総
合
的
な
相
談
体
制
の
充
実
強
化
の
た
め
の
方
策
」
を
取
り
ま
と
め
。

⇒
同
取
り
ま
と
め
に
基
づ
き
、
法
テ
ラ
ス
を
中
核
と
し
た
関
係
機
関
、
団
体
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
に
よ
る
総
合
的
な
相
談
体
制
を
構
築
し
、

切
れ
目
の
な
い
支
援
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
た
。

(取
りま
とめ
ま
で
の
経
緯
)

〔
取
り
ま
と
め
・
４
（
６
）こ
ど
も
・
若
者
の
救
済
関
係
〕

〔
取
り
ま
と
め
・
４
（
２
）キ
体
制
・
環
境
の
整
備
、
４
（
７
）
ウ
国
民
向
け
Ｑ
＆
Ａ
の
周
知
関
係
〕

各
関
係
省
庁
等
に
お
い
て
、
取
り
ま
と
め
に
基
づ
き
、
被
害
者
か
ら
の
相
談
に
適
切
に
対
応
し
つ
つ
、
各
取
組
を
推
進
。

そ
の
ほ
か
、
関
係
省
庁
連
絡
会
議
と
し
て
以
下
の
取
組
を
行
っ
た
。

２
）
「こ
ども
・若
者
の
救
済
」の
充
実
強
化
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法務省権調第４７号

令和５年３月２７日

法務局人権擁護部長 殿

地 方 法 務 局 長 殿

法務省人権擁護局調査救済課長

（ 公 印 省 略 ）

こどもを守る地域ネットワークとしての要保護児童対策地域協議会の取

組について（通知）

昨年１１月１０日に開催された「旧統一教会」問題関係省庁連絡会議におい

て、それまでの相談状況等を踏まえ、被害者の救済に向けた総合的な相談体制

の充実強化のための方策について申合せが行われ、いわゆる宗教２世・３世対

策として「こども・若者の救済」に関する施策を実施していくこととなりまし

た。

その具体の一つとして、同会議では、別紙１のとおり、児童福祉法（昭和２

２年法律第１６４号）に基づきこどもを守る地域ネットワークとして各市区町

村が設置している要保護児童対策地域協議会（以下「要対協」という。）を活

用し、関係機関等がいわゆる宗教２世・３世（児童）に係る虐待、生活困窮等

の事例を発見した場合には、必要に応じ、要保護児童対策調整機関（以下「調

整機関」という。）に対し、個別ケース検討会議の開催を要請し、同会議でこ

どもへの支援内容を協議するなど地域における連携を強化することが確認さ

れ、関係省庁から関係機関等に対し、協力要請を行うこととされたところで

す。

つきましては、平成１９年５月１１日付け法務省権調第２１９号当職通知等

において、人権侵犯事件の調査若しくは処理又は情報の収集に当たって有益で

あるとして、要対協への参加を求めてきたところですが、上記「旧統一教会」

問題関係省庁連絡会議の確認事項を踏まえ、下記の点に留意して、対応するよ

う配意願います。

おって、別紙２(本月２３日付け法務省権調第４２号当職依頼)のとおり、総
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務省自治行政局市町村課長及び地方公共団体の担当部局を通じ、自治会・町内

会等に対し、別紙１の取組及び児童虐待への対応のポイントが記載されたリー

フレットを周知するとともに、宗教２世・３世を含む地域のこどもが問題を抱

えているような場合には、必要に応じ、市区町村の児童福祉部門又は児童相談

所へ連絡するなどの協力が得られるよう、協力を要請していることを申し添え

ます。

記

１ 令和４年１０月６日付け法務省権調第７１号当職及び当局人権啓発課長依

命通知の記３記載の対応を組み合わせて講ずることが望ましいと考えられる

場合等の必要に応じ、調整機関に対し、個別ケース検討会議の開催を要請

し、同会議において、人権侵犯事件の事案について当該対応等被害者救済の

ための措置をとるよう、関係機関に対して依頼するものとする。

２ 調整機関から上記１以外の個別事案に係る個別ケース検討会議への参加要

請があった場合には、これに応じるとともに、人権侵犯事件の端緒となる事

実に接し、人権侵犯事件調査処理規程（平成１６年法務省令第２号）第２条

の目的に照らして相当と認めるときは、同規程第８条第２項に基づき、遅滞

なく前掲法務省第７１号依命通知の記３記載の対応等必要な調査を行うもの

とする。

３ 前掲法務省権調第２１９号通知の記２なお書き及び３にかかわらず、本局

又は支局の所在地の市町村以外の市町村（特別区を含む。）が設置した要対

協について、本局又は支局も積極的に参加するものとする。























1 
 

お悩みの解決のヒントとなるＱ＆Ａ 

  令和５年８月１０日 

  「旧統一教会」問題関係省庁連絡会議 

 

Ｑ１．宗教団体に対してお金等の財産を寄附してしまった場合でも、寄附した

財産を取り戻すことができる可能性はありますか。 

Ｑ２～Ｑ６のとおり、民法や消費者契約法及び法人等による寄附の不当な勧誘

の防止等に関する法律（以下「不当寄附勧誘防止法」という。）に基づいて寄附

（契約等）を取り消したり、不法行為に基づく損害賠償を請求したりすることが

できる場合があります。 

 

Ｑ２．どのような場合に、民法に基づいて契約の効力を否定することができま

すか。 

最終的には個別具体的な事案に応じた裁判所の判断になりますが、公序良俗に

反する（社会的な妥当性を欠くなど）ものとして無効を主張したり、錯誤、詐欺

又は強迫を理由として取り消すことができる場合があります。 

 

Ｑ３．どのような場合に、消費者契約法に基づいて契約の効力を否定すること

ができますか。 

最終的には個別具体的な事案に応じた裁判所の判断になりますが、霊感等の特

別な能力により消費者【又はその親族】の生命、身体、財産その他重要な事項に

ついて、そのままでは【現在生じ、若しくは】将来生じ得る重大な不利益を回避

することができないと不安をあおり、【又はそのような不安を抱いていることに

乗じて、】不利益を回避するためには契約が必要不可欠と告げたときは、契約を

取り消すことができる場合があります。 

※消費者契約法改正により、霊感等による告知を用いた勧誘に対する取消権の

対象範囲の【 】内の部分が拡大されました（令和５年１月５日施行）。 

 

Ｑ４．どのような場合に、不当寄附勧誘防止法に基づいて寄附を取り消すこと

ができますか。 

最終的には個別具体的な事案に応じた裁判所の判断になりますが、寄附勧誘を

行う法人等が、霊感等による知見を用いた告知等といった行為をしたことによ

り、個人が困惑し、それによって寄附の意思表示をしたときなど、不当寄附勧誘

防止法に基づいて寄附を取り消すことができる場合があります。 

詳しくはこちらを御覧ください。 

 

Ｑ５．どのような場合に、不法行為に基づく損害賠償を請求することができま

赤枠実線は追加した問、

赤枠点線は大きく変更

を加えた問である。 
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すか。 

宗教団体の信者が寄附や物品の購入等を勧誘する行為が、その目的、態様、結果

等に照らし、社会的に相当な範囲を逸脱する場合には、当該勧誘により寄附や物

品の購入等を行った者は、当該信者等に対し、不法行為に基づく、損害賠償を請

求することができる場合があります。 

 

Ｑ６．不当寄附勧誘防止法の成立・施行が、民法上の不法行為の認定に役立つ可

能性はありますか。 

不当寄附勧誘防止法第３条では、法人等が寄附の勧誘を行うに当たって十分に

配慮しなければならない義務を規定しています。この規定は、配慮義務に反した

勧誘が法人等によってなされた場合における民事的な法的効果を直接規定する

ものではありませんが、配慮義務として法律に定められることで、民法上の不法

行為（民法第 709 条）の認定やそれに基づく損害賠償請求が容易になることが

考えられます。 

 

Ｑ７．本人が宗教団体に対して寄附した財産を取り戻そうとしない場合でも、

家族が、本人が寄附した財産を取り戻すことができる可能性はありますか。 

家族等の第三者であっても、本人に対する債権を有するなど一定の場合には、本

人が宗教団体に対してした寄附を取り消すなどすることによって、寄附した財

産を取り戻すことができる場合があります。 

 

Ｑ８．10 年前にした寄附であっても、契約を取り消したり、損害賠償を請求

したりすることはできますか。 

このような場合でも、契約を取り消したり、損害賠償を請求したりすることがで

きる場合がありますが、寄附から時間が経っている場合には消滅時効に注意す

る必要があります※。 

※消費者契約法改正により、霊感等による告知を用いた勧誘に対する取消権の対象範囲

が拡大されるとともに行使期間が伸長されました。行使期間の伸長は、改正前の当該

取消権の対象となるものでかつ改正法施行時点（令和５年１月５日）において時効が

完成していないものにも適用されます。 

 

Ｑ９．金銭的トラブルについて相談できるところはありますか。 

○ 法テラス・サポートダイヤル(法制度等情報提供)：０５７０－０７８３７４ 

○ 消費者ホットライン（消費生活相談）：１８８ 

○ 警察相談専用電話（犯罪被害等相談）：＃（シャープ）９１１０ 
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Ｑ１０．知り合いが、法人等から不当な勧誘を受けて寄附をした結果、その家

族の生活レベルが著しく低下し、学費や食費にも事欠くような状態が生じ

ているようです。このような不当な寄附の勧誘に関する情報提供ができる

窓口はありますか。 

○ 法人等による寄附の不当な勧誘と考えられる行為に関する情報提供の窓

口： 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solic

itation/inquiry/（消費者庁ウェブサイト）  

 

Ｑ１１．霊感商法の被害に遭わないために、どのようなことに気を付ければい

いですか。相談できるところ、被害事例や対策を知ることができるところは

ありますか。 

少しでも違和感を覚える勧誘を受けたら、その場では絶対に契約・支払をしな

いことが大切です。詳しくは、消費者ホットラインに御連絡いただくか、国民

生活センターのホームページを御覧ください。 

 

Ｑ１２．私はこどもですが、親と宗教についての考え方が違う部分がありま

す。こどもである私にはどのような権利が保障されているのでしょうか。ま

た、両親が宗教活動に没頭して食事等の面倒をみてくれません。相談できる

ところはありますか。 

全てのこどもは、個人として尊重され、信教の自由を含め、基本的人権が保障さ

れています。以下の窓口にお電話ください。 

○ 児童相談所虐待対応ダイヤル（児童虐待通報）：１８９（いちはやく） 

○ こどもの人権１１０番（人権相談）：０１２０－００７－１１０ 

 

Ｑ１３ ひとり親家庭のこどもですが、いつも親の帰りが遅く、夕食の準備が

ないまま、ひとりで夜遅くまで留守番をしています。夕方以降も誰かと一緒に

過ごすことができる場所はありますか。 

お近くの市区町村のひとり親家庭支援担当部署（子育て支援課など名称は様々

です。）まで御相談ください。 

 

Ｑ１４．親から信仰上の理由により行動を制限されていますが、児童虐待に当

たる場合はあるのでしょうか。また、どこに相談した方がいいですか。 

児童虐待に当たるかどうかは、こどもの状況、保護者の状況、生活環境等に照ら

し、総合的に判断されますが、保護者の信仰を理由とするものであっても、例え

ば、こどもに身体的暴行を加えたような場合には、児童虐待に該当する場合があ

ります。以下の窓口に御相談ください。 
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○ 児童相談所虐待対応ダイヤル（児童虐待通報）：１８９（いちはやく） 

 

Ｑ１５．学校で宗教などを理由にいじめがあった場合、相談できるところはあ

りますか。 

全国どこからでも相談することができます。以下の窓口にお電話ください。 

○ ２４時間子供ＳＯＳダイヤル（いじめ相談）：０１２０－０－７８３１０ 

○ こどもの人権１１０番（人権相談）：０１２０－００７－１１０ 

学校では、教員のほかにも、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカ

ーに相談することができます。 

 

Ｑ１６．私は、高校に進学したいと思っていますが、学費が払えるか心配です。

進学に係る経済的な支援制度はありますか。 

詳しくは、お住まいの自治体担当者等に御相談ください。 

① 授業料支援（高等学校等就学支援金）の場合 

・公立高校等 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/mushouka/1292209.htm 
・私立高校等 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/mushouka/1292214.htm 
・国立高校等 

文部科学省初等中等教育局修学支援・教材課高校修学支援室  

高校修学第一係 

 （電話番号：０３－５２５３－４１１１【内線３５７７】） 

 

② 授業料以外の教育費支援（高校生等奨学給付金）の場合 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/mushouka/detail/1353842.htm 
 

Ｑ１７．私は、興味のあることを学べる大学や専門学校に進学したいと考えて

いますが、進学資金がありません。何か経済的な支援制度はありますか。 

文部科学省では、進学の機会を確保できるよう、授業料等減免と給付型奨学金の

支給を併せて行う「高等教育の修学支援新制度」及び貸与型奨学金による支援を

実施しています。 

詳しくは、日本学生支援機構奨学金相談センターまでお問い合わせください。 

（電話番号）０５７０－６６６－３０１ 

 

Ｑ１８．両親が多額の献金をしているため生活が苦しく、自立したいと考えて

います。相談できるところはありますか。 

お近くの自立相談支援機関に御相談ください。 
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Ｑ１９．就労に関してブランクがあり、就職活動の仕方もよく分かりません。

就職に向けて相談できるところはありますか。 

○ ハローワーク 

○ 地域若者サポートステーション（通称サポステ） 

 

Ｑ２０．様々な困難に直面してやる気が出ず、うつ病かもしれません。相談で

きるところはありますか。 

お近くの精神保健福祉センターに御相談ください。 

 

Ｑ２１．過去数十年入信していたことを悔いており、気分が晴れません。相談

できるところはありますか。 

○ 孤独・孤立対策担当室ウェブサイト（チャットボット） 

○ よりそいホットライン（電話相談）：０１２０－２７９－３３８ 

（岩手・宮城・福島県からは０１２０－２７９－２２６） 

 

Ｑ２２．海外にいる信者である親族の所在を知りたい。相談できるところはあ

りますか。 

○ 外務省領事局海外邦人安全課：０３－３５８０－３３１１（内線５１４４） 

まずはお電話でお問い合わせください。 

 

Ｑ２３．海外にいる日本人信者ですが、相談できるところはありますか。 

○ 各国の在外公館まで御相談ください。 




